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特集 ネットワーク時代の社会インフラのあり方

1	 ビッグ 3とよばれる欧州企業がシェアの大半を占めてきた鉄道インフラ市場が変化しつ
つある。日立製作所の欧州での一連の事業展開や、近年、企業統合によりシェアトップ
となった中国中車の出現により、ビッグ3を頂点とした業界の再編が始まろうとしている。

2	 欧州統合の一環である鉄道分野の自由化と市場開放に向け、各国は「上下分離方式」に
よる国鉄改革を進めた結果、国鉄が抱える技術者は車両メーカーに流出した。市場開放
の目標であるインターオペラビリティの実現に向け、列車制御や信号を中心とする技術
が標準化・規格化された。欧州規格は、グローバル市場競争で欧州方式を後押しした。

3	 市場開放後の欧州では、貨物分野で寡占化が進み、都市鉄道を含む旅客分野では、新
規参入が進展していない。車両メーカーは、オペレーターや線路の保有主体との連携が
困難となり、標準化に伴い導入された規格認証が、メーカーの負担増にすらなっている。

4	 鉄道会社と連携して技術開発を進める日本の車両メーカーにとって、技術革新の中心に
ある列車制御や無線による信号システムの導入は、車両への搭載設備のウエイトが高ま
り、制御ノウハウを含めた日本方式を訴求できる点で、グローバル市場での競争力とな
り得る。ネットワーク技術と関連の深いメンテナンスやき電制御への展開も有効である。

5	 新規の都市鉄道での官民連携（PPP）案件の組成では、従来の建設会社主導から、オペレー
ターや車両メーカーが主導し、日本に有利なライフサイクルコスト（LCC）に訴求したリースモ
デルや、工場・拠点施設の投資リスクを建設会社とシェアする試みが現出している。日本が優
位性をもつ技術や運行ノウハウをこれらの新しいモデルのもとで実現することが求められる。
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Ⅳ　日本企業によるグローバル市場への参入方策への展開
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Ⅰ	鉄道インフラ市場再編の兆し

1	 ビッグ 3中心の市場が変化しつつある
日本と中国が受注を競っていたジャワ島の

高速鉄道計画について、2015年 9 月28日に訪
日したインドネシアのソフィアン国家開発企
画庁長官が、中国案を採用する方針を日本政
府に伝えた。中国の提案は、インドネシア政
府に対して事業にかかる財政負担や債務保証
を求めないというもので、経済原則を超えた

「ちゃぶ台返し」注1ともいえる形で決着した
ことについて、日本側では衝撃をもって受け
とめられたことは記憶に新しい。

これまで、鉄道インフラの海外輸出をめぐ
って、日本は、欧州のビッグ 3 （加ボンバル
ディア、独シーメンス、仏アルストムの大手
3 社）を競合とみなしてきたが、ここにきて
中国の存在感が増している。

もともと、欧州のビッグ 3 は、EUの成立
を背景に、1980年代から90年代にかけての市
場統合の進展で、経営基盤が弱い中小メーカ
ーが吸収された結果、車両メーカーを頂点と
し、車両部品、信号、通信、電機品、列車運
行装置までを含めた垂直統合型の企業として
成立したものである。ビッグ 3 各社は、さら
に、運営管理などのソフト面でのニーズに対
応して事業を拡大し、単なる車両メーカーで
はなく、システムインテグレーターとも称さ
れるようになった。鉄道インフラ市場は、ビ
ッグ 3 が欧州・北米の巨大市場を寡占し、中
堅（Tier 2 クラス）の企業は自国を中心に残
された市場を分け合う構造になっていた。

2	 欧州市場に風穴を開けた日立製作所
ビッグ 3 の寡占状態にあった欧州市場に風

穴を開けた契機の一つとして、日立製作所の
英国市場参入が挙げられる。

同社は、2005年 6 月、「Class395」と呼ば
れる高速車両174両の製造と保守の受注に成
功した。それまで、欧州では、日本企業によ
る車両の納入実績が乏しかったことから、同
社が製造しているのは車両ではなく、「ペー
パートレイン」（提案書の意味）であると揶
揄されていたほどである。そうした中、欧州
メーカーの間で納期遅延が常態化していた英
国で、2009年 6 月、同社は、正式運行予定よ
り半年早く先行営業運転を実現させ、関係者
を驚かせた。

これに続き、同社は、2012年 7 月に英国の
都 市 間 高 速 鉄 道（IEP：Intercity Express 
Train）の官民連携（PPP）案件を受注した。
この案件は、596両の車両をリースで提供す
るもので、車両を製造する工場を建設し、現
地の雇用に貢献することも注目された。

欧州の中でも早い段階から自由化と市場開
放が進められてきた英国では、鉄道発祥の地
でありながら、国内の鉄道産業は空洞化し、
大陸の独・仏が競争を繰り広げる場と化して
いた。そこに正面から挑んだのが日本の鉄道
車両メーカーであったというわけである。

同社は、さらに、2015年 2 月に伊フィンメ
カニカグループ傘下の車両メーカーであるア
ンサルドブレダと鉄道信号メーカーのアンサ
ルドSTSの買収に踏み込み、欧州市場での事
業展開を盤石なものとしつつある。

3	 シェアトップに躍り出た中国
その間、中国では、中国北車集団（中国北

車：CNR）と中国南車集団（中国南車：CSR）
が急速な成長を遂げていた。中国勢 2 社は、
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2 ）。
これまで、両社をめぐっては、高速車両の

製造などを通じて、仏アルストムが中国北車
と、加ボンバルディアが中国南車注2と提携

中国国内の鉄道市場の成長に合わせて規模を
拡大してきており、鉄道車両の売上では、近
年、ビッグ 3 に並んで鉄道車両の売上ランキ
ングの上位に登場するようになった（図 1 、

図2　中国北車と中国南車の概要
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2011/12期 2012 2013 2014 （2015）

中国北車（CNR） 973 1,064 1,202 1,492

中国南車（CSR） 928 1,052 1,224 1,506

中国中車（CRRC） （1,900） （2,117） （2,426） （2,997） 3,075

注）2015年の値は推定値
出所）各社の財務資料をもとに作成

図1　世界の鉄道事業大手の売上高
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感から、自社の鉄道事業について一部および
完全売却も視野に入れた将来の検討を行って
いると報じられた注3。その後も同社幹部が
シーメンス幹部と接触していることや、同社
の鉄道車両部門の上場、米GEやアルストム
による同社の買収などが立て続けに報道さ
れ、あらゆる選択肢を模索している様子が伺
える。

ビッグ 3 自らが合従連衡の可能性を模索し
て対話を開始する一方、これまでビッグ 3 と
は距離を置き、独自戦略を貫いてきたTier 2
クラスの企業も生き残りを模索し始めてい
る。こうした状況をめぐる、代表的な合従連
衡と各社の動向を整理すると表 1 の通りとな
る。

中堅企業の中には、独ボシュロ（Vossloh）
のように身売りする企業もあれば、チェコの
シュコダ（Skoda）のように中国中車と技術
提携を開始する企業もある。また、シュコダ
は、マレーシアのモノレール専門企業との連
携を経て、ビッグ 3 や中国中車が手を出しに

するなど、欧州勢は、協調関係を維持してき
た。

ところが、2014年末になって、中国北車と
中国南車が合併することが発表された。両社
は、2015年 6 月に中国中車股份有限公司（中
国中車：CRRC）となり、ビッグ 3 の規模を超
える巨大企業が出現した。同社は、地下鉄車
両で世界シェアの約50％を占める最大手とな
り、売上規模は2000億元（ 1 億元＝20億円、
約 4 兆円）に達し、ビッグ 3 の合計を上回る
こととなった。

ビッグ 3 に対して、中国中車は、もともと
中国国内にあった垂直統合型の 2 社が合併
し、規模を背景として市場に躍り出る格好と
なった。

4	 業界再編の前夜
鉄道インフラのグローバル市場は、憶測を

含め、再編に向けて動きだしている。
たとえば、ビッグ 3 の一角であるボンバル

ディアをめぐって、中国の動向に対する危機

表1　欧州市場での車両メーカーの合従連衡の状況

売上規模 企業名 鉄道部門所在地 他社との連携に関する動向・報道

大手
（2000億円超）

ボンバルディア・
トランスポート ベルリン（独） 「中国企業に連携提案」との報道（2015年4月）

「シーメンスとも接触」との報道（2015年7月）

シーメンス ミュンヘン
（独）

「アルストムとのエネルギー部門の合併交渉時に鉄道部門を交渉の
テーブルに乗せた」との報道

アルストム パリ（仏） 「シーメンスやGEなどから鉄道事業の統合を持ちかけられている」
との報道

GEテクノロジー・
インフラストラクチャエリー サン・ラモン（米） 「アルストムの完全買収を検討している」との報道

ロシアでトランスマッシュ（Transmash Holdings）と提携済み

中堅
（200～ 1000億円）

UGL
（United Group Limited）

ノース・シドニー
（オーストラリア） 中国企業と技術提携を行っている

ボシュロ ヴェルドール（独） 「鉄道部門を2015～ 16年をめどに売却の見込み」との報道

シュコダ・
トランスポーテーション プルゼニ（チェコ）

「事業売却・資本提携に対する期待が大きい」との業界観測
「中国企業と技術提携を行っている」との報道
マレーシアのモノレール専門企業と提携

出所）各種資料より作成



24 知的資産創造／2015年12月号

き、10年には旅客輸送が自由化された。EU
（欧州連合）では、「人・モノが欧州域内を自
由に移動できること」を目的として、鉄道分
野における自由競争を促進するため、「共同
体の鉄道の発展に関する閣僚理事指令」（1991
年）を機に、一連の市場開放が始まった。イ
ンターオペラビリティとは、EU内の異なる
国の線路上を列車が自在に運行できるように
するための仕組みで、技術基準の設定、欧州
鉄道庁（ERA）の創設などを経て、現在で
は、貨物・旅客ともに市場開放が実現してい
る。

欧州の市場開放は、線路や構造物の保有・
管理主体と、車両を調達し列車の運行を担う
主体を分ける「上下分離方式」が採用され
た。各国とも、線路や構造物の保有・管理
は、基本的に国の機関が担っている。欧州域
内の特定区間で鉄道の運行を企図する事業主
体（オペレーター）は、乗務員や車両を調達
し、国の機関に対し対象区間の線路使用料を
支払うことで、鉄道輸送事業に参入できるよ
うになった。

2	 鉄道分野の技術革新の中心として
	 注目される無線による列車制御

欧州では、インターオペラビリティの導入
前から、貨物・旅客ともに部分的に国際列車
が運行されていた。これらは、動力をもたな
い貨車や客車とそれらを牽引する機関車によ
って列車が編成され（動力集中方式）、国境
駅で先頭の機関車だけをつなぎ換えることで
連続した運行を実現していたからである。そ
れが可能だったのは、欧州の大陸側では、鉄
道整備の歴史的経緯によって軌間（線路の
幅）が統一されたことが大きい注5。

くいニッチ市場でのプレゼンスを確立させて
生き残りを図っている。

2020年には22兆円に拡大する注4と見込ま
れている鉄道インフラのグローバル市場で
は、あらゆる階層で再編の動きが始まってい
る。

5	 日立の欧州展開に見る
	 日本の海外展開の視点

前述した日立製作所による欧州での一連の
事業展開は、鉄道インフラ市場における日本
企業の海外進出の代表例となっている。あら
ためて同社の事例を見ると、次の点が特徴的
である。

①EUに先行して独自の市場開放が進めら
れ機能が細分化された英国市場を起点と
していること

②欧州展開の仕上げともいうべき伊フィン
メカニカ鉄道部門の買収を通じて、鉄道
信号の分野で欧州内のシェアと技術蓄積
をもつアンサルドSTSを手中にしたこと

③官民連携（PPP）を通じて、車両の販売
ではなくリース事業によるビジネスモデ
ルを組成し、英国政府から要請された工
場建設については、現地の建設業出自の
パートナーと連携を図ったこと

本稿では、欧州発の鉄道インフラ市場動向
とその背景について、こうした要素に着目し
ながら、再検証し、日本の鉄道関連企業の海
外展開方策を導出したい。

Ⅱ	EUの市場開放がもたらしたもの

1	 インターオペラビリティの推進
欧州では、2007年の貨物輸送の自由化に続
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る。
無線を利用した列車制御システムが、鉄道

分野の技術革新の中心として注目されるよう
になったのには、欧州のインターオペラビリ
ティの実現という制度的な背景があったので
ある。

3	 標準化と規格認証
このように、EUの市場開放の基本コンセ

プトであるインターオペラビリティの実現
は、技術面で、線路・信号・車両の標準化に
大きく依存している。

欧州では、インターオペレラビリティを進
める中で共通の規格を策定しただけでなく、
それをそのまま国際標準規格化する流れをつ
くった。欧州発の国際標準規格は、ビッグ 3
が市場を席巻するにあたって、日本メーカー
の参入を阻む有効な武器となったばかりか、
鉄道が敷設されていない新興国に対しても欧
州勢が制度ごと売り込みを図るツールとして
機能したのである。

国際標準規格に合致した車両を製造・納入
するためには、独立した第三者機関の規格認
証を受ける必要がある。欧州では、こうした
規格認証の取得に加え、走行試験や実験を行
うための大規模な鉄道試験線を併設する試験
センターが運営されている注12。ここでは、
要求元（鉄道オペレーターや線路の管理・保
有機関）の要求仕様、適合規格に沿ったデー
タの取得・評価がビジネスとして成立してい
る。チェコのヴェリムにある試験センター
は、約13kmの周回コースをもち、200km/時
を超える高速鉄道の試験が可能であり、イン
ターオペラビリティにかかわる規格認証をは
じめ、チェコ以外の欧州各国の適合性評価を

しかし、この方式では、インターオペラビ
リティの真価は発揮できない。旅客・貨物輸
送ともに、欧州域内で名実ともに国境をスム
ーズに通過できることが求められる注6。こ
のため、インターオペラビリティ導入後は、
複数の国境をそのまま通過できる機関車注7

が必要となることから、おもに信号や列車制
御にかかわる規格の標準化が求められること
になった。これらに加え、各国個別の規格と
して、供給される電力の受電方式や保安装置
への対応なども必要になる。

信号や列車制御にかかわる設備は、これま
で、地上側の設備に依存してきたことから、
そのメンテナンスや更新には各国とも多大な
費用を要していた。標準化に向けた地上設備
のさらなる高度化を進めるには限界があるこ
とが分かってきた。

こうした中で、欧州発で進められてきた新
しい方式が、無線を利用した列車制御システ
ムである。無線を利用することで地上側の設
備を減らし、必要な設備を車両側に搭載する
ことで高度な列車制御を実現することが可能
となる。欧州では、こうした思想のもとに
1990年 代 に 欧 州 統 一 列 車 制 御 シ ス テ ム

（ETCS）注8の開発に着手、その後、ETCSは、
欧州鉄道輸送管理システム（ERTMS）注9に
包含される形で進化した。

海 外 で は、ERTMS/ETCSの ほ か に も、
CBTC注10、PTC注11など、無線を利用した列
車制御システムの開発、展開が進められてい
る。これらは地下鉄や新交通システム、空港
連絡システムなども含む幅広い都市交通シス
テムを対象とする技術である。アメリカ、ア
ジアを中心に、実績を重ねており、将来的に
も世界の各路線で導入が進むことが予想され
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社に技術者が残ることになったのとは対照的
である。このため、日本では、現在でも、車
両や列車制御をはじめとする鉄道の技術開発
に鉄道会社も積極的に関与し続けている。

（2）	 寡占が進む貨物鉄道と

	 参入が進まない旅客鉄道

鉄道運行事業では、貨物輸送の自由化が先
行した。鉄道貨物輸送分野では、2007年の自
由化に向けて多くの新規オペレーターが、参
入を図ったが、その後、独仏の国鉄を出自と
する既存オペレーターを中心に再編が進み、
実質的な寡占状況が現出している（図 3 ）。

後発となった旅客輸送については、伊NTV
（Nuovo Trasporto Viagiattori）によるイタ
リア国内での高速鉄道イタロ（italo）の参入
や仏トランスデヴによるパリ・ヴェネチア間
を結ぶ寝台特急列車テロ（THELLO）の運
行など、実現した例は限られている（図 4 ）。

伊NTVは、2006年に設立され、11年 9 月
の開業を目指して準備を進めていたが、開業
は半年遅れた12年 4 月に実現している。

市場開放により、欧州内の鉄道輸送が効率
化された結果、既存の旅客シェア20％獲得を
目指しているNTVは「市場を分け合うだけ
ではなく新規需要が開拓された」（NTV幹
部）という。一方、営業運転を開始して 3 年
目となる同社は、100億円を超える赤字を計
上しており、経営改善の努力が進められてい
る。

（3）	 欧州勢の足かせともなった規格認証

伊NTVの場合、営業車両の調達にあたっ
ては、欧州鉄道庁（ERA）の定めるインタ
ーオペラビリティに対する規格に加え、イタ

取得することが可能となっている。
鉄道試験線をめぐっては、日本でも、2014年

10月に「MIHARA試験センター（MTC）」が
完成した。同センターは、日本初の総合交通
システム検証施設として、三菱重工業が、三
原製作所 和田沖工場（広島県三原市）内に
建設したもので、都市交通システムの海外展
開に向け、約3.2kmの周回コースなどを備え
たグローバル仕様の検証施設を備えている。
同社は、高機能な信号・運行管理や都市部の
複雑な路線配置などへの対応を想定し、「他
の企業や官民団体にも広く利用の門戸を開き
運営していく」としている注13。

4	 市場開放の光と影
（1）	 鉄道会社からの技術者の流出

欧州では、鉄道の上下分離により、線路の
保有・管理主体と鉄道オペレーター、第三者
認証機関の役割と責任分界が明確になる一
方、技術領域については車両メーカーへの依
存度が強くなっている。

市場開放に先立ち、欧州各国では、上下分
離と民営化を軸に国鉄改革が行われ、国鉄は
運行に特化するオペレーターとして再編さ
れ、国鉄が抱えていた技術者は、外部に流出
することになった。その受け皿となったの
が、独仏ではビッグ 3 各社であり、英国で
は、コンサルティング会社だったといわれ
る。このように、国鉄改革を通じて技術領域
を中心とする鉄道ビジネスの主導権が、鉄道
オペレーターからビッグ 3 を中心とする車両
メーカーに移ったこともビッグ 3 が台頭する
素地となったのである。

こうした状況は、上下一体のまま国鉄改革
が進められた日本で、地域分割されたJR各
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規格認証は、従前から旅客輸送を担ってき
た各国の国鉄出自のオペレーターにも適用さ
れる。とくに、複数国を結ぶ高速路線への新
規車両の導入にあたっては、インターオペラ
ビリティへの対応に加え、走行する国ごとの
適合性評価が要求される。

リアの高速鉄道路線を走行するために必要な
適合性評価を受ける必要があった。同社は、
営業開始が当初予定よりも約半年遅延した理
由の一つとして、高速車両の認証・適合性評
価に想定以上の時間を要したことを挙げてい
る注14。

図3　ドイツ国鉄（DB）、フランス国鉄（SNCF）における貨物鉄道事業の進出状況
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Ⅲ	都市交通事業の市場開放と
	 PPPの新たな動き

1	 都市鉄道の
	 コンセッションビジネス

インターオペラビリティが、EU域内の中
長距離列車や高速鉄道を対象としているのに
対して、欧州では都市鉄道におけるコンセッ
ションビジネスの市場開放も進められている

（表 2 ）。
一般に、コンセッションとは、鉄道のよう

に、日々、キャッシュフローを生み出すイン
フラの所有権を公的主体に残して、運営を民
間に委ねることをいう。

2012年11月、ドイツ鉄道（DB）の高速鉄道
「ICE」の新型車両を受注した独シーメンス
が、予定していた冬のダイヤ改正に納入が間
に合わないと表明したことが伝えられた注15。
車両に搭載したソフトウエアの問題を解消で
きなかったことが理由とされているが、背景
には、以前よりも多くの規格認証の取得が必
要となった車両メーカーの負担増を指摘する
向きもある。

欧州勢による鉄道車両の海外進出を後押し
した欧州発の標準化と規格認証であるが、あ
るDB幹部によると「インターオペラビリティ
が推し進めてきた標準化が、かえって、欧州
内での制度的課題になりつつある」という。

図4　旅客鉄道分野における参入事例（NTV）

注2） Totale MDP Holdings：フェラーリ、Todsなどに出資している投資会社

企業概要

概
　
　
要

名称 Nuovo Trasporto Viaggiatori S.p.A
（NTV）

設立 2006年

所在地 ローマ（イタリア）

総資産
（2013/12）

905百万ユーロ（1176億円）
〔うち純資産など108百万ユーロ
（140億円）〕

CEO Antonello Perricone

従業員数 1027人（2014年）

事業内容 イタリア主要都市間の高速列車運行

財
務
指
標

売上
（2013/12） 250百万ユーロ（325億円）

EBITDA
（2013/12） ▲36百万ユーロ（▲46億円）

純利益
（2013/12） ▲106百万ユーロ（▲137億円）

注1） 1ユーロ＝130円（2015/10）
出所）同社資料

資本関係

導入車両と路線図

Totale MDP
Holdings

33.5% 20% 20% 11.5%15%

IMI
Investimenti

S.p.A.

仏国鉄
 （SNCF）

NTV

Winged
Lion Fund ほか

仏アルストム社製高速車両A.G.V
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備・保有リスクと運賃収入リスク（ライダー
シップ）をどのように分担しているか、すな
わちリスクシェアの状況によって、図 5 のよ
うに類型される。
「狭義のコンセッション」は、インフラの所
有権もオペレーターに移し、PTAから公共
交通の事業権のみを与えられる方式であり、
運賃収入リスクもオペレーターが負う。
PTAは、公共交通事業のサービス水準や管

都市鉄道のコンセッションビジネスは、都
市や広域都市圏の交通当局（PTA）が都市
鉄道の線路や車両を保有し、事業権を与えら
れた鉄道オペレーターが定められたサービス
を提供し、その対価を得るという方式であ
る。

都市鉄道のコンセッションビジネスは、公
的主体（官）である交通当局と、民間主体で
ある鉄道オペレーター（民）が、資産の整

表2　都市鉄道の市場開放の状況（2013年）

EUの目標 英国 フランス ドイツ イタリア

高速鉄道 オープン・アクセス 可能 参入は稀 独占 NTV 対 Trenitalia

地域鉄道 2019年に入札 幹線に同じ 独占 入札 入札（義務ではない）

貨物 オープン・アクセス
（O/A） O/A O/A O/A O/A

新規参入のシェア ＋ 30％ 25％

注）原資料：Mobilettre，http://www.mobilettre.com/
出所）ローラン・ギリー「グローバル競争における高速鉄道の役割」（運輸政策研究所、2014）

図5　都市鉄道のコンセッションの類型

資
産
保
有
リ
ス
ク

運賃収入リスク （民間）

（民間） 狭義のコンセッション

デレゲーション （公共）

（公共）

ドイツ
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公共が運賃リスク
（グロスコスト）

Ⅱ
民間が資産保有
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Ⅲ
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Ⅳ

英国 フランス

PPP
Public Private Partnership

● 路線ごとに分けてコンセショネアに委託
● 車両は、コンセショネアが調達

● 路線ごとに分けてコンセショ
ネアに委託

● 車両は、運行事業と分けて、
リース事業を設定

● 都市圏全体を一つのコンセ
ショネアに委託

● 車両は、コンセショネアが
調達
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ターが見積もった運行経費に適正な利益額を
加算して、設定される。実際に運行事業に要
した費用が運行委託費を超えた場合は、オペ
レーターの収支が赤字となるが、不足額が補
填されることはない。オペレーターの経営努
力により、当初の計画よりも費用を大幅に削
減することができれば、オペレーターの利益
となる（図 6 ）。

なお、グロスコスト方式であっても、オペ
レーターの側のインセンティブを高めるた
め、運賃収入額に目標値を設定し、実績がそ
れを超える場合は、営業努力としてオペレー
ターにボーナスや利益の一部を供与したり、
逆に実績が最低目標値を下回った場合には、
ペナルティを与えるという方式を併用する場
合もある。

オペレーターが、運賃収入リスクを負う方
式をネットコストという。この場合も、オペ
レーターはPTAから運行委託費を受けとる
が、その金額は、運賃収入予測値と運行経費
の見積との差額として予め設定された額とな

理に集中する。
その対極にあるのは、「デレゲーション

（DSP注16）」とよばれる業務委託方式で、事
業資産の大半をPTAが整備・保有し、オペ
レーターは運行業務に集中し、運賃収入リス
クも負わない。

なお、近年、わが国でも、公共事業のさま
ざまな分野で適用されるようになったPPP

（Public Private Partnership）は、これらの
中間形態に位置づけられる。

中間形態での資産の整備・保有リスクと
は、線路は当局が整備・保有するものの、車
両についてはオペレーターが自前で調達する
というケースなどが該当する。

オペレーターにとって、ライダーシップの
とり方は、グロスコストとネットコストの 2
つの方式に大別される。

オペレーターが、運賃収入リスクを負わな
い方式をグロスコストという。すなわち、オ
ペレーターは、PTAから定額の運行委託費
を受けとる。運行委託費の金額は、オペレー

図6　グロスコスト方式によるオペレーターの収支構造
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を中心とする既存の都市鉄道路線（ブラウン
フィールド）がおもな対象となる。コンセッ
ション契約は、一般的に、 5 〜10年程度で再
度入札されるものの、運行業務の効率化は、
運行の実績経験によるところが大きい。この
ため、当初、契約していたオペレーターによ
り契約が更新されることが多く注17、大手オ
ペレーターによる寡占が問題視されている。
ドイツでは、都市交通のコンセッションを路
線ごとに細分化することで中小オペレーター
への参入を促しているが、現状では、ドイツ
国鉄（DB）の子会社であるDBレギオのシェ
アが高い。都市圏全体の交通（都市鉄道とバ
ス）を一つのオペレーターに委託するフラン
スでは、トランスデヴ（旧ヴェオリア・トラ
ンスポール）、ケオリス、RATP devの 3 社
が「御三家」とよばれ、主要都市の都市鉄道
を運行している。「御三家」のうちトランス
デヴは、かつて、民間資本による企業であっ

る。このため、運賃収入が上振れした場合、
オペレーターの収入は増加し、下振れした場
合には、減少する。ネットコストでは、オペ
レーターの利益を左右する要素が、運賃収入
とコスト削減の 2 つとなるため、運賃収入が
上振れしたからといって必ずしも黒字になる
わけではない。同様に、運賃収入が下振れし
たからといって、直ちにそれが赤字を意味す
るわけではない。運賃収入の増減と運行事業
にかかる経費削減努力の結果として、利益が
捻出されることになる（図 7 ）。

2	 寡占化傾向にある
	 ブラウンフィールド

前述のグロスコスト方式は、アヴェイラビ
リティ・ビジネスともよばれ、オペレーター
にとってのリスク・リターンが限定的な安定
したビジネスとされている。

この方式による都市鉄道ビジネスは、欧州

図7　ネットコスト方式によるオペレーターの収支構造
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（LOROL）の契約を更新するなど、さまざま
な主体による競争環境が実現している。

3	 グリーンフィールドでの
	 アヴェイラビリティから
	 PPPへの展開

こうした状況の中で、アヴェイラビリテ
ィ・ビジネスから一歩踏み込んで、民間主体
が部分的に事業資産の整備・保有リスクや運
賃収入リスクをとるPPP型のビジネスの展開
がグリーンフィールドと呼ばれる新規路線事
業で始まっている。

仏ヴァンシ（Vinci）は、建設事業および
コンセッション事業を手掛けるグローバル企
業である（図 8 ）。同社は、2011年にフラン
ス国内のトゥール・ボルドー間の高速鉄道

（総延長302km・2017年供用開始予定）で初
の鉄道コンセッション事業を受注した。同社
は、ファイナンスや建設、信号や線路といっ
た下物のメンテナンス領域を担当し、鉄道の

たが、2011年に筆頭株主が、フランス預金供
託公庫（CDC）に移行した。このため、フ
ランス国鉄（SNCF）が株主であるケオリ
ス、パリ地下鉄を運行しフランス政府が株式
を保有するRATPの子会社RATP devと併せ
て、御三家のすべてが実質的に公的主体の傘
下となった。フランスの都市交通事業はこれ
らの企業がシェアの 6 割以上を占めている。

前述した通り、欧州では、こうしたブラウ
ンフィールドでの市場開放が進められつつあ
り、現在でも、既存オペレーターとの資本提
携などを通じた市場への参入は可能である
が、各国で実質的に寡占化されているローリ
スク・ローリターンのアヴェイラビリティ・
ビジネスの自由化には、なお時間を要するも
のと考えられる。

一方、自国の鉄道産業の空洞化という異な
る次元の課題が現出している英国では、2015
年に、香港MTRと英アリヴァ（Arriva）注18に
よるコンソーシアムがロンドン近郊鉄道

図8　仏ヴァンシの概要

企業概要

概
　
　
要

名称 Vinci S.A.

設立 1899年

所在地 フランス

総資産
（2014/12）

630 億ユーロ（8.1兆円）
〔うち純資産など 143 億ユーロ
（1.8兆円）〕

Chairman
（President） Xavier Huillard

従業員数 185,293人（2014年）

事業内容 建設・コンセッション
（空港・道路・鉄道など）

財
務
情
報

売上
（2014/12） 390 億ユーロ（5.0兆円）

EBITDA
（2014/12） 65 億ユーロ（8,450億円）

純利益
（2014/12） 25 億ユーロ（3,250億円）

注）1ユーロ＝130円（2015/10）
※数値が負の項目は、円グラフ上では無視される

売上高　2014/12期

建設部門
38.6％

不動産部門など
1.5％

エネルギー部門
23.3％

道路部門
20.5％

コンセッション
部門

16.1％

売上構成
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農地であったことから、民間主導の事業とな
った。同社は、「概ね10〜20kmの路線であれ
ば資産整備・保有リスクを負うことも検討す
るが、それを超える場合には当局に委ねる」

（同社幹部）とし、コア事業である建設工事
の受注額を事業規模から想定し、リスクを見
定めた上でコンソーシアムを組成している。
同社は、もともと建設会社であるが、鉄道以
外にも道路・空港分野を中心にコンセッショ
ン事業も手掛けている。コンセッション部門
の売上高は全体の16％に留まるものの、営業
利益の67％はここから生み出されている

（2014年）。
このように欧州では、新規路線（グリーン

フィールド）において、建設業出自の企業が
PPP型のコンセッション事業の中核となって
事業を組成している。鉄道インフラにかかわ
る大規模な土木・建設工事は、従来のよう
に、公的主体が主導する場合には、競争入札

オペレーションには関与しない。しかし、収
入は旅客運賃に応じて増減するため、運賃収
入リスクを受け入れていることになる。競合
する航空路線から、いかに高速鉄道への転換
を促すかが事業成功の鍵となっている。

同社はこのほかにも、リヨンでの空港アク
セスのための高速LRT（総延長23km）やア
ントウェルペン港の地下鉄（16km）など、
複数の鉄道コンセッション事業に関与してい
る。

リヨンの空港アクセス路線では、オペレー
ターであるトランスデヴと連携してコンソー
シアムを組成し、空港に向けた郊外路線部分

（17km）について土地の買収から線路の建
設・保有までのリスクを負っている（図 9 ）。

同路線は、将来的に安定した需要が見込ま
れる空港アクセスという路線特性と、都市内
の路面電車（LRT）と線路を共用している
ことから新設区間が17kmと短く、大部分が

図9　ローヌ・エキスプレス（Rhone Express）の事業スキームのケース（フランス・リヨン空港線高速トラム）

ヴァンシ・コンセッション
（コンセショネア）

ローヌ・エキスプレス社
（SPC）

ローヌ・エキスプレス
（公共交通の継続的な運行主体）

ローヌ県
（管理主体）

銀行・資本市場・公的機関

CDC
（公的基金）

36.6% 35.2% 28.2%

主に運行、メンテナンス業務

コンセッション
契約（30年）

貸付/返済

貸付/返済

出資、補助金、
ボードメンバー派遣

主に車両、土木などの建設

出資

管理職を派遣
職員を雇用

トランスデヴ
（鉄道オペレータ）

管理職を派遣

※CDCは、トランスデヴに出資しているため、実質的にCDCの出資比率は64.8%
出所）同社資料より作成
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ある状態基準保全（CBM注19）技術に着目す
る。CBMは従来の時間基準保全（TBM注20）
に代わる技術として注目されている。

なお、これらはいずれも欧州勢が海外展開
の要とし、世界標準化を企図している領域で
もある。

また、高密度の輸送が行われている日本の
鉄道会社が得意とするネットワーク技術とし
て「き電制御」がある。

（1）	 無線列車制御技術と車両技術

前述したように、無線による列車制御技術
には、ETCSやCBTCなどがある。一方、日
本では、無線による列車制御技術として、
JR東日本が中心となってATACS注21を開発
している。当技術は、ETCSと前後して日本
で開発が進められ、既に実用化が開始されて
おり、今後首都圏の鉄道網へ順次導入されて
いく計画である注22。

従来方式による列車制御は、地上に設置さ
れた列車検地装置によって各列車の位置を把
握し、信号機により定位置で減速・停止させ
ていた。これに対し、無線による列車制御
は、無線技術を用いて、列車の位置検知機能
を車上装置に持たせ、かつ、車内信号方式を
用いることにより、連続的な列車の間隔制御
を実現した（図10）。この新技術により、地
上に設置していた列車検知装置や信号機が不
要となるなど地上設備のスリム化や安全性の
向上が期待されるだけでなく、旅客需要の多
い路線では、線路容量の最大化などの効果が
期待される。

このように無線による列車制御は、車上装
置への依存度が大きく増すことから、新規路
線への技術提案として、車両と列車制御技術

となり、熾烈な価格競争が展開されてきた。
それに対し、PPP事業では、入札の対象は提
供されるサービスであり、民間が資産の整
備・保有リスクを負う場合には、その調達の
権限はコンソーシアムにある。建設業出自の
企業がコンセッション事業に積極的に関与す
るのは、従来型の価格競争で疲弊するのでは
なく、事業リスクをとることで、自社が納得
できる価格で確実に工事を受注できることが
参入の主な動機になっていると考えられる。

Ⅳ	日本企業によるグローバル市場
	 への参入方策への展開

1	 車両メーカーを起点とした
	 参入方策

こうした欧州発の鉄道インフラ市場のグロ
ーバル動向を踏まえ、日本企業にとっての市
場参入方策を展望したい。ここでは、日本の
車両メーカーを起点に将来的に成長が期待さ
れる新興国の都市鉄道ビジネスへの進出を想
定する。

2	 ネットワーク技術への着眼
車両メーカーにとって、鉄道車両が製品と

して差別化を図るのが困難になりつつあるこ
とが、今後日本勢が海外展開を推し進めるに
あたっての大きなボトルネックになってい
る。

日本勢に競争優位性をもたらし得る技術要
素の一つとして、日本の鉄道が世界に誇る安
全性や正確性を支えるネットワーク技術があ
る。ここでは、欧州発で開発が進められてい
る無線による列車制御技術とIoTとの連携に
よる進化が期待される新たな予防保全手法で
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CBMという考え方は以前から存在してい
たが、センサーや解析コンピュータなどへの
設備投資が高額であることや故障予測のため
のデータ処理が煩雑であることなどから実用
化されてこなかった。しかし、近年ICT技術
の発展に伴い、ガスタービンや航空機などさ
まざまなインフラ設備や産業プラントにおい
て導入されつつある。鉄道分野においても、
まずは信号や電気設備などの地上設備での
CBMの導入が進んできたが、最近は日本企
業を中心に車両へのCBM応用の動きが本格
化している（表 3 ）。

鉄道の場合、CBMについては、線路など
の地上設備と車両それぞれの保守に加え、地
上設備と車両とを一体的に捉えて実施するべ

との一体性を強調し、併せて、機能としての
高度な列車制御技術とその運用に踏み込むこ
とが可能となる。

（2）	 状態基準保全（CBM）と車両技術

もう 1 つの有望なネットワーク技術が、状
態基準保全（CBM）技術である。

近年、線路や車両の保全方法は、機器が故
障した後に修理を行う事後保全から、故障の
事前予防のために一定の時間間隔で修理を行
う時間基準保全（TBM）へとシフトしてき
た。これに対し、連続した計測・監視などに
より設備の劣化状態を把握、もしくは予知し
て修理を行うCBMは、新たな予防保全の考
え方として注目されている。

図10　無線による列車制御システム

余裕距離

● 従来方式（地上設備に依存）

余裕距離

赤信号

赤信号

緑信号

緑信号

列車間隔に応じて後続列車の速度が決まる

地上基地局

● 次世代方式（車上装置と地上基地局とを無線で接続）

余裕距離

余裕距離

徐行

進行

安全に停車できる距離（余裕距離）
があっても、閉塞区間（信号と信号
の間）の状況で速度が決まる

地上基地局

停止

停止

出所）中村英夫『列車制御─安全・高密度運転を支える技術─』オーム社、2011年より作成
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オペレーターに対して、消費電力の削減・き
電の安定化などに訴求することが考えられ
る。

き電制御は、鉄道の路線に閉じた系の中
で、電車の加減速によって瞬間的に電圧・周
波数が大きく変動する電力ネットワークを安
定運用するための技術である。この方向性は
近年注目されているスマートグリッドの運用
と共通であり、再生可能エネルギーによる不
安定な電源が多数接続された状況とも符合す
る。

このため、電力市場の自由化が進展してい
る欧米では、鉄道事業と電力事業とを融合さ
せた新しいビジネスモデルも現出しており、
日本企業によるこうした領域への海外展開も
考慮に値する。

電力事業が自由化されている米国では、市
場を通じて「電力」「容量」「アンシラリー」
の 3 つの発電機能が供給されており、アンシ
ラリー市場とは、電気の品質ともいうべき周
波数や電圧を適正な範囲に維持するためのも
のである。

米ヴィリディティ・エナジー社は、南東ペ
ンシルベニア交通局（SEPTA）が、回生電
力を充電するために設置した蓄電設備（リチ

き領域がある。たとえば、電力を供給する架
線設備と車両側の受電設備、レールと車輪な
どは、地上設備と車両の双方から点検を行
い、一体的に保全を行わない限り最適な状態
を実現できない。

（3）	 き電制御技術文献2

「き電」は、電車が消費する電力を線路上の
架線を通じて供給するための電力ネットワー
クを指し、日本では、鉄道会社が管理してい
る。また、日本の鉄道会社は、都市部の路線
を中心に、以前から、回生ブレーキとよばれ
るシステムを導入している。これは、電車が
減速するためのブレーキとしてモータを利用
し、その際に発生した電力を架線に戻して、
同時に加速しようとしているほかの列車に電
力を融通する仕組みである。最近では、回生
電力を有効に活用するために大規模なバッテ
リー設備を併用している鉄道会社もある注24。

このようなネットワーク技術を効率的に機
能させるために、日本の鉄道会社には高度な
制御技術がある。車両部品としての回生ブレ
ーキ（モーター、回路、インバーターなどか
らなるシステム）とき電制御技術を組み合わ
せることで、海外の鉄道の整備・保有主体や

表3　CBMの応用事例

会社名 最近の動向

JR東海
24時間体制で車両状態を監視する車両分析センターを新設。線路に新幹線台車温度検知装置を設置し、通
過する新幹線の車輪や軸箱などの部品の表面温度の非接触での測定を開始注23

日立製作所
英国の高速鉄道「Class395」の車両に取り付けたセンサーから収集されたデータを活かして予兆診断を行
う技術を開発中

三菱重工業
JR西日本と提携し、新興国向けにIoT技術を活用した鉄道保守システムを開発中。モーターやドアなどの
車両各部に組み込まれたセンサーから無線で稼働状況や磨耗状態などのデータを収集しCBMに活かす構想

出所）各種資料より作成 
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と協調して技術開発や実用化が進められてい
ることから、こうした協力関係のもとで海外
展開が実現できれば、欧州勢に対する優位性
を発揮できるものと考えられる。

4	 新たなビジネスモデルとしての
	 PPPの活用
（1）	 車両のライフサイクルコストへの訴求

前述の通り、建設会社出自の企業による
PPP事業参入の動機の一つとして、工事の競
争入札による価格競争の回避を指摘した。こ
うした動機は、車両メーカーにも共通である
と考えられる。

前述した日立製作所による英国都市間高速
鉄道（IEP）案件では、車両メーカーである
日立の役割は、同社が設立した子会社（アジ
リティ・トレインズ社）を通じて、高速鉄道
を運行する鉄道オペレーターに対し、運行に
必要な車両を提供するサービス事業（オペレ
ーションリース）である（図12）。このた

ウムイオン電池：420kWh）を借り受け、独
自の制御ソフトウエアを駆使して、市場に対
してアンシラリーサービスを提供し対価を得
ている（図11）。このように、海外市場では
鉄道事業の周辺でも、日本企業が優位性を発
揮できる領域が広がっている。

3	 上下一体経営の
	 日本の鉄道会社の強み

このように車両メーカーの差別化要素とし
て、無線列車制御技術、CBMやき電制御を
捉えると、技術開発や実用化に向けて鉄道会
社の関与が不可欠であることが分かる。

前述の通り、欧州では、市場開放に伴う鉄
道事業の上下分離により、技術開発を主導す
るのは車両メーカーであり、車両メーカーが
技術を実用化するためには、鉄道試験線や認
証機関を利用する必要があった。

一方、日本では、鉄道会社（オペレータ
ー）が主導し、車両メーカーや信号メーカー

図11　米ヴィリディティ・エナジー社と南東ペンシルベニア交通局（SEPTA）によるアンシラリービジネスモデル

PJM 
（ISO：独立系統運用機関）

アンシラリー市場

ヴィリディティ・エナジー社
Viridity Energy

南東ペンシルベニア交通局
（SEPTA）

周波数変動制御
 （サービス提供）

設備提供

設備利用料

サービス対価

制御信号

制御ソフトにより利用

NCA系Lイオン二次電池（仏Saft社製 ）
容量：420kWh
出力：1.5MW

回生電力
蓄電池設備

出所）日本経済新聞「NYビル群の電力制御、売り上げ10倍の米電力ベンチャー」（2014年4月30日）をもとに作成
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方が優れている場合もあり得る。
日本の車両メーカーは、これまで競争入札

の場面で、競合である欧州勢に対して価格面
で苦戦していたことからこうしたスキームに
よるメリットは大きい。

このスキームでは、車両の性能が優れ、適
切なメンテナンスによりLCCが低く抑えられ
れば、子会社の利益につながることから、そ
の利益は、親会社に還元されることになる。

（2）	車両調達に付随する

	 拠点施設建設ニーズへの対応

鉄道の車両調達をめぐっては、相手国側が
車両の現地生産を求めることがある。これは
北米・中南米のように外国製品の輸入を制限
するための枠組みが制度化されているケース
や新興国が新たな産業分野の誘致・雇用対策
の一環として個別に要請する場合もある。

こうしたニーズに応えるためには、納入す

め、日立の車両を調達し、管理・保有するの
は、交通当局（PTA）ではなく、アジリテ
ィ・トレインズ社であることから、車両の競
争入札は回避されている。

また、日本の車両の価格が高いとされるの
は、欧州メーカーとの商慣習の違いにも起因
しているといわれる。日本メーカーは、前述
のように鉄道会社と一体的に車両開発を行
い、納入後に生ずる故障などについても補償
期間にかかわらず無償で対応するケースが多
く、そうした機会を通じてさらなる技術の蓄
積を図ってきたという側面がある。一方、欧
州の車両メーカーは、車両の納入価格を低く
抑え、不具合や故障が生じた場合の修理代や
保守料を請求するのが一般的であるという。
このため、ユーザである鉄道オペレーターに
とって、車両の購入費用と修理・保守にかか
る費用を合わせたライフサイクルコスト

（LCC）で評価した場合には、日本の車両の

図12　英国都市間高速鉄道（IEP）のスキーム

英国運輸省
Department for Transport

車両運行会社
（民間）

アジリティ・トレインズ社
（SPC）

日立レール ヨーロッパ社

JBIC
（先進国向け投資金融）

NEXI
（海外事業資金貸付保険）

EIB
（欧州投資銀行）

営業権付与

車両リース契約

出資・保険

出資出資

事業権保証

車両・保守拠点供給契約
車両保守契約

バークレイ・
エクイティ・ファンド

ジョン・レイン

出所）日立製作所資料をもとに作成
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設工事の受注を企図する企業をパートナーと
して、工場や拠点施設への投資を伴うことで
PPPの案件形成を確実にできれば、車両メー
カーやオペレーターにもメリットがある。

（3）	 車両メーカー・オペレーター主導の

	 PPP案件形成

新規路線で線路の整備・保有が民間に求め
られる案件は、建設会社出自の企業が主導す
る傾向にあった。総事業費の大半は、土木・
建設工事が占め、車両の調達費用はごく一部
であることから、PPPへの出資を通じて事業
の主導権を車両メーカーが握ることは割が合
わない。また、民間主体が負うリスクの範囲
に、線路や土木施設の整備・保有が含まれ
ず、資産の大半が車両である場合には、建設
会社出自の企業にとって参画する意味がな
い。

そうした中、英国都市間高速鉄道（IEP）

る車両を現地で生産するための工場を建設す
る必要がある（図13）。

新興国ではないが、前述した日立製作所に
よる英国都市間高速鉄道（IEP）案件も工場を
英国北部ダーラム州に建設することが事業の
目玉ともなっている。このPPP事業には、建設
会社出自の英ジョン・レイン（John Laing）
が出資し、工場建設を担っている。同社は、
仏ヴァンシと競合関係にある企業である。

前述した、伊NTVの例では、オペレータ
ーとしての同社のおもな資産は高速車両であ
る。しかし、参入に際して、走行する線路に
隣接する用地を取得し、高速車両の格納・メ
ンテナンスのための大規模な拠点施設を自前
で建設する必要があった。さらに、列車が本
線に立ち往生した際に救出に向かう気動車を
複数箇所に配置するための施設建設にも費用
を要したという。

このように、車両の調達をめぐっても、建

図13　欧州主要企業の海外生産拠点の例（西カフ社の海外生産拠点）

製造拠点
保守拠点

概
　
　
要

名称 CAF（Construcciones y Aux-
iliar de Ferrocarriles SA）

設立 1917年

所在地 ベアサイン（スペイン）

総資産
（2014/12）

2,963百万ユーロ（3,850億円）
〔うち純資産など749百万ユー
ロ（973億円）〕

CEO
Jose Maria Baztarrica Garijo 
（President）

従業員数 8,206人（2014年）

事業内容 車両製造

財
務
指
標

売上
（2014/12） 1,447 百万ユーロ（1,881億円）

EBITDA
（2014/12） 170 百万ユーロ（221億円）

純利益
（2014/12） 60 百万ユーロ（78億円）

注） 1ユーロ＝130円（2015/10）
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を活用し、案件形成において政府との交渉を
主導したことである。同社は、案件を組成す
るために、PPPの制度設計そのものから政府
に提案し、当該案件における官民のリスクシ
ェアとして運賃収入の段階的な補償スキーム
を取り付けた。

5	 日本勢による
	 新興国への展開シナリオ

車両メーカーを起点に日本企業の海外展開
の仮説を述べたが、車両メーカーが必要とす
る差別化要素を実現するために、日本の鉄道
会社や商社などとの連携によるPPP組成の可
能性が見えてくる。

日本の鉄道会社、車両メーカーが、ネット
ワーク技術や車両開発を通じた国内での連
携を強みとし、価格競争を避け、技術の優位
性が還元されるようなPPPによるスキーム

（図12、図14）を伴って、新興国を中心とす

案件の事例に加え、三井物産によるブラジル
での都市交通事業のように、車両メーカーや
オペレーターがPPPを主導し、建設会社がそ
れに参画するというパターンの事業も見られ
るようになっている。

三井物産はブラジルにおいてオペレーター
が主導するPPPへの転換を図った。同社は、
交通インフラを保有・運営する現地企業オデ
ブレヒト・トランスポート社（OTP）との
共同企業体を結成して交通コンセッション事
業に参画し、リオデジャネイロ近郊鉄道など
4 路線を共同で運営する（図14）。同社は、
2007年にはサンパウロの地下鉄4号線に出資
参画していたが、鉄道オペレーターとしての
本格参入は当該案件が初となる。

同社の取り組みで特徴的な点は、建設会社
主導の既存のPPPの枠組みで鉄道運営事業を
行うのではなく、従来からの新興国でのビジ
ネス展開を通じた現地企業とのネットワーク

図14　三井物産によるブラジルでの交通事業

オデブレヒト・トランスポート
（OTP）

OTP子会社

60％

三井物産

投資子会社

共同企業体

リオデジャネイロ近郊鉄道
サンパウロ地下鉄

6号線
リオデジャネイロ

LRT
ゴイアニア

LRT

40％

出所）同社資料
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れる。前述した日立製作所による伊フィンメ
カニカグループ傘下企業の買収も、その萌芽
であるといえる。

なお、欧州中堅企業との連携が、日本企業
にとっての海外展開に有効な戦略である一方
で、グローバル市場での新たな脅威となりつ
つある中国にとってもそれは同様である。グ
ローバル規模での鉄道インフラ市場の再編を
日本企業が主導するためにも、スピード感を
もった対応が求められる。

注

1	 「新幹線が中国に連敗」（BSフジ「プライムニュ
ース」2015年10月12日）での山際大志郎前経済
産業副大臣の発言

2	 日本の川崎重工業も提携関係を構築している

る新規路線案件に進出することが期待され
る（図15）。

なお、PPPの組成に際しては、日本の鉄道
オペレーターや車両メーカーが、事業投資に
強みをもつ商社やファンドと連携するととも
に、日本の政府系国際金融機関の支援策を活
用することが有効である。工事を担うパート
ナーとしては、現地の建設会社などが対象と
なる。

さらに、冒頭に示した、ビッグ 3 を起点と
した欧州の動向は、欧州のTier 2 クラスの企
業をめぐる業界再編に波及しつつある。この
ため、日本企業にとっては、ニッチなコア技
術の蓄積をもつ中堅企業や欧米で一定のマー
ケットシェアをもつ中堅企業との連携をも視
野に入れたダイナミックな事業展開が期待さ

図15　日本勢によるPPP組成（リスクシェア）のイメージ
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3	 過去には、同社は中国企業への身売りの可能性
が報じられていたが、2015年 6 月末には中国中
車はこの可能性を否定している

4	 経済産業省（2010）『産業構造ビジョン2010』経
済産業調査会

5	 スペインや東欧など、標準軌（軌間1435mm）
とは異なる規格が採用されている路線がある

6	 英仏海峡を結ぶユーロスター、フランスとベル
ギー、オランダ、ドイツを結ぶタリス（Thalys）、
フランスとイタリアを結ぶTGVのように、以前
から専用車両により直通運転が実施されていた
例もある

7	 日本の旅客鉄道で一般的な動力分散方式（客車
の一部にも動力を配する方式）も有効である

8	 European Train Control System
9	 European Railway Traffic and Management 

System
10	 Communications-Based Train Control
11	 Positive Train Control System
12	 バレンシエンヌ（仏）、ヴェリム（チェコ）、ヴ

ィルデンラート（独）などに試験線を併設する
センターがある

13	「『総合交通システム検証施設MIHARA試験セン
ター開設』のご紹介」『鉄道車両工業』472号

14	 同社が導入した仏アルストム社製新型車両AGV
は、ヴェリム（チェコ）の試験センターで走行
試験・認証を実施したが、イタリア国内向けの
適合性評価については、イタリアの営業線で実
施された

15	「シーメンス納期遅れの大失態　揺れるドイツ高
速鉄道」日本経済新聞（2012年11月28日）

16	 Delegation de Service Public
17	 近年、仏オルレアンのコンセッションが更新の

タイミングでトランスデヴからケオリスに変更
となった例がある

18	 アリヴァ（Arriva）は、バスや鉄道を運行する
英国のオペレーターだが、2010年にドイツ国鉄

（DB）傘下となった
19	 Condition Based Maintenance
20	 Time Based Maintenance
21	 Advanced Train Administration and Communi-

cations System
22	 JR東日本では、ATACSの開発・実用化を進展

させる一方、常磐緩行線で仏タレス（Thales）
からのCBTC導入も進めている

23	 東海旅客鉄道「車両の機器データを活用した新
しいメンテナンス体制の確立について」（2015年
5 月28日）

24	 東京メトロや京王電鉄で導入実績がある
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